
平成２６年（厚）第１３２６号

平成２７年８月２８日裁決

主文

後記「理由」欄の第２の２記載の原処分の

うち、障害厚生年金の裁定請求を却下した部

分を取り消す。

その余の再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金及

び厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）

による障害厚生年金（以下、併せて「障害

給付」という。）の支給を求めるというこ

とである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、左変形性股関節症（以下「当

該傷病」という。）により障害の状態に

あるとして、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、事後重症による請

求として障害給付の裁定を請求した。な

お、裁定請求書には、当該傷病の初診日

として「平成○年○月頃」と記載されて

いる。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「請求のあった傷病（左

変形性股関節症）の発病日及び初診日

が、平成○年○月○日より前であり、傷

病の発病日及び初診日において、厚生年

金保険の被保険者であった者に該当しま

せん。」という理由により、障害給付を

支給しない旨の処分（以下「原処分」と

いう。）をした。

３　請求人は、原処分を不服として、○○

厚生局社会保険審査官に対する審査請求

を経て、当審査会に対し、再審査請求を

した。

第３　問題点

１　障害厚生年金は、障害の原因となった

傷病（その障害の直接の原因となった傷

病が他の傷病に起因する場合は当該他の

傷病を含む。以下同じ。）の初診日が昭

和６１年４月１日以後であり、かつ、そ

の初診日において厚生年金保険の被保

険者であること、又はその障害の原因

になった傷病の発生した日（以下「発病

日」という。）が昭和６１年４月１日前

であり、かつ、その日において厚生年金

保険の被保険者であるという要件を満た

さない者には支給されないこととなって

いる。また、当該初診日の前日において、

当該初診日の属する月の前々月（当該初

診日が平成３年５月１日前にある傷病に

よる障害の場合は、当該初診日の属する

月前における直近の基準月（１月、４月、

７月及び１０月をいう。）の前月。以下

同じ。）までに国民年金の被保険者期間

（厚生年金保険の被保険者期間を含む。）

があり、かつ、①　当該被保険者期間に

係る保険料納付済期間と保険料免除期間

とを合算した期間が当該被保険者期間の

３分の２以上であるか、又は、②　当該

初診日の属する月の前々月までの１年間

が保険料納付済期間と保険料免除期間で

満たされていること（以下、この①、②

の要件を「保険料納付要件」という。）と、

障害認定日による請求にあっては、障害

認定日における当該傷病による障害の状

態が、事後重症による請求にあっては、

裁定請求日における当該傷病による障害

の状態が、それぞれ、厚年法施行令（以

下「厚年令」という。）別表第１（障害

等級３級の障害の程度を定めた表）に掲

げる程度以上に該当することが必要とさ

れている（厚年法第４７条第１項及び第

４７条の２第１項並びに国民年金法等の

一部を改正する法律（昭和６０年法律第

３４号）附則第６４条第１項、第６５条）。

なお、障害等級２級以上の障害厚生年

金が支給される者には、併せて障害基礎

年金が支給されることとなっている。

２　本件の場合、保険者が、上記第２の２

に記載した理由により原処分を行ったの

に対し、請求人は、それを不服として、

当該傷病に係る初診日（以下「本件初診

日」という。）は、平成○年○月頃であ



ると主張しているのであるから、本件の

問題点は、まずは本件初診日はいつかと

いうことであり、次いで、それが厚生年

金保険の被保険者期間（以下「厚年期

間」という。）中であると認められ、所

定の保険料納付要件を満たしていると認

められる場合は、後述するところに照ら

して、障害認定日あるいは裁定請求日に

おける請求人の当該傷病による障害の状

態が、厚年令別表第１に掲げる３級の程

度以上に該当すると認められるかどうか

である。

第４　審査資料

（略）

第５　事実の認定

（略）

第６　当審査会の判断

１　当該傷病の初診日について

(1)　初診日に関する証明資料は、国年

法及び厚年法が初診日を障害給付の受

給権発生の基準となる日と定めている

趣旨からいって、直接診療に関与した

医師又は医療機関が作成したもの、又

はこれに準ずるような証明力の高い資

料（以下「初診日認定適格資料」とい

う。）でなければならないと解するの

が相当である。

また、国年法及び厚年法上の障害

の程度を認定するためのより具体的な

基準として、社会保険庁により発出さ

れ、同庁の廃止後は厚生労働省の発出

したものとみなされて、引き続き効力

を有するものとされ、当審査会も、障

害の認定及び給付の公平を期するため

の尺度としてそれに依拠するのが相当

であると考える「国民年金・厚生年金

保険障害認定基準」（以下「認定基準」

という。）は、「第１　一般的事項」の

「３　初診日」で、「初診日」とは、「障

害の原因となった傷病につき、初めて

医師又は歯科医師の診療を受けた日を

いう。」としているところ、障害の原

因となった傷病の前に、その傷病と相

当因果関係があると認められる傷病が

あるときは、最初の傷病の初診日を

もって、障害の原因となった傷病の初

診日とするのが相当である。

(2)　本件についてこれをみると、本件

で初診日認定適格資料と認められるの

は、上記審査資料の資料１及び２であ

るが、資料２によれば、請求人は、平

成○年○月○日に初めてｂ病院を受診

し、左変形性股関節症との診断を受け

ていると認められるから、本件初診日

は、同日と認定するのが相当である。

なお、請求人作成の平成○年○月○日

付病歴・就労状況等申立書によれば、

請求人は平成○年○月頃左股関節が痛

くなりｃ病院を受診し、左変形性股関

節症との診断を受けたと申し立ててい

るが、請求人は、ｃ病院にはカルテ等

の診療録が残っていないため、その受

診状況等証明書は添付できないとして

いるので、同日を本件初診日と認定す

ることはできない。

なお、保険者は、請求人が小児期に

罹患したペルテス病のために股関節を

３回手術し、その後も左股関節痛が断

続的に持続し、悪化した結果、当該傷

病と診断されるに至ったものとした上

で、当該傷病の初診日は、請求人が最

初に左股関節のペルテス病に罹患し、

医療機関を受診した日であるとして、

それは、請求人が厚生年金保険の被保

険者資格を取得した平成○年○月○日

より前としている。確かに、ペルテス

病とその後に発症した変形性股関節症

との間に相当因果関係があるかどうか

については、医学的にも議論のあると

ころであり、明白な結論を導き出すこ

とは困難である。しかしながら、ペル

テス病は、発育期の大腿骨近位骨端部

の阻血性壊死と考えられており、阻血

原因として、股関節支帯動脈の血行障

害、外傷、先天性要因、環境要因など

があげられているものの、いずれも確

立されたものではなく、最近は、それ

ら多因子が関与していると考えられて

いる。ペルテス病は、ほとんどの場合、

２～５年の長期間の経過をとるが、臨



床症状や機能障害は軽微で、小児の股

関節のリモデリング能力により最終的

には治癒するとされる良性の疾患であ

り、詳細にみると、予後に影響する因

子で最も重要なものは発症時の年齢と

されており、５～６歳未満では予後良

好、９歳以上では予後不良、男児では

女児よりも予後良好で、Ｘ線学的には、

骨頭壊死範囲が広い程予後は悪いとさ

れている。平均４０年間の長期経過報

告によれば、股関節機能予後は比較的

良好であり、骨成熟後のＸ線像で骨頭

が球形でなくても骨頭・臼蓋の適応が

良いものでは、殆どの例で重労働やス

ポーツ活動で支障をきたさず、ペルテ

ス病に起因する変形性股関節症の手術

経験の報告からも、ペルテス病に起因

する変形性股関節症は極めて稀とされ

ている報告も認められる。言い換えれ

ば、ペルテス病に罹患した者が将来高

い確率で変形性股関節症を発症すると

までは認めることができないし、ほと

んどのペルテス病が、完治するとされ

ている医学的根拠に立ってみると、ペ

ルテス病と変形性股関節症との間に相

当因果関係を認めることには問題が残

る。さらに、ペルテス病と変形性股関

節症とを明らかに別傷病と考えること

に困難があるとしても、その臨床経過

をみると、請求人は、１８歳まで一度

も股関節を脱臼することなく経過して

おり、担当医師から受診終了と指示さ

れていること、さらには、請求人に係

る被保険者記録照会回答票（資格画

面）をみると、請求人は、平成○年○

月○日に厚生年金保険の被保険者資格

を新規に取得して以来、平成○年○月

○日まで継続してその資格を維持して

いることから、継続して就労ができて

いたと認めることができ、いわゆる社

会的治癒の考え方をとれば、幼少期の

ペルテス病が治癒して、その後に変形

性股関節症を再発したとみることがで

きる。

２　その余の点について

(1)　請求人に係る被保険者記録照会回

答票（資格画面）によれば、本件初診

日において、請求人は厚生年金保険の

被保険者であることが明らかであり、

保険料納付要件についてみると、平成

○年○月から本件初診日の属する月の

前々月である平成○年○月までの期間

はすべて厚年期間であるから、請求人

は、前記第３の１の②の保険料納付要

件を満たしていることになる。

(2)　本件初診日は上記のとおり、平成

○年○月○日と認められるから、本件

障害給付の裁定請求日は平成○年○月

○日であり、本件初診日から○年○月

を経過する前であるところ、本件診断

書によれば、請求人は、平成○年○月

○日に左股関節に人工関節を装着して

いることが認められる。認定基準の第

３第１章第７節／肢体の障害の「第２　

下肢の障害」によれば、人工骨頭又は

人工関節をそう入置換したものの障害

の程度を認定する時期は、人工骨頭又

は人工関節をそう入置換した日（初診

日から起算して１年６月以内の日に限

る。）とされており、したがって、当

該傷病の障害認定日は平成○年○月○

日となる。また、当審査会に顕著な事

実によれば、保険者は、一般的に、障

害認定日による請求については同日以

後３月以内の現症が記載されている診

断書の提出を求めることとして、障害

の程度の認定を行うべき日における障

害の状態は、上記の期間内の現症日に

おける障害の状態によってこれを行う

ものとする旨の取扱いをしており、当

審査会も、基本的にはこれを相当とし

てきているところである。そうすると、

本件診断書には、障害認定日から３月

以内の平成○年○月○日現症に係る請

求人の当該傷病による障害の状態等が

記載されているのであるから、本件裁

定請求は事後重症による請求としてな

されたものであるが、障害認定日によ

る請求とみなし、本件診断書の記載内

容により障害の程度を判断することが



相当と認められる。

(3)　そして、障害認定日当時における

当該傷病による障害の状態（以下、こ

れを「本件障害の状態」という。）が、

国年法施行令（以下「国年令」とい

う。）別表又は厚年令別表第１に掲げ

る程度に該当しているかどうかを検討

するに、請求人の当該傷病による障害

にかかわるものとしては、国年令別表

に、障害等級１級の障害給付が支給さ

れる障害の程度として「両下肢の機

能に著しい障害を有するもの」（６号）

及び「前各号に掲げるもののほか、身

体の機能の障害又は長期にわたる安静

を必要とする病状が前各号と同程度以

上と認められる状態であつて、日常生

活の用を弁ずることを不能ならしめる

程度のもの」（９号）が、障害等級２

級の障害給付が支給される障害の程度

として「一下肢の機能に著しい障害を

有するもの」（１２号）及び「前各号

に掲げるもののほか、身体の機能の障

害又は長期にわたる安静を必要とする

病状が前各号と同程度以上と認められ

る状態であつて、日常生活が著しい制

限を受けるか、又は日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度の

もの」（１５号）が掲げられ、そして、

厚年令別表第１に、障害等級３級の障

害厚生年金が支給される障害の程度と

して「一下肢の３大関節のうち、２関

節の用を廃したもの」（６号）及び「前

各号に掲げるもののほか、身体の機能

に、労働が著しい制限を受けるか、又

は労働に著しい制限を加えることを必

要とする程度の障害を残すもの」（１２

号）が掲げられている。

認定基準の「第２　障害認定に当

たっての基本的事項」の「１　障害の

程度」によれば、日常生活の用を弁ず

ることを不能ならしめる程度とは、他

人の介助を受けなければほとんど自分

の用を弁ずることができない程度のも

ので、例えば、身のまわりのことはか

ろうじてできるが、それ以上の活動は

できないもの又は行ってはいけないも

の、すなわち、病院内の生活でいえ

ば、活動の範囲がおおむねベッド周辺

に限られるものであり、家庭内の生活

でいえば、活動の範囲がおおむね就床

室内に限られるものであるとされ、日

常生活が著しい制限を受けるか又は日

常生活に著しい制限を加えることを必

要とする程度とは、必ずしも他人の助

けを借りる必要はないが、日常生活は

極めて困難で、労働により収入を得る

ことができない程度のものであり、例

えば、家庭内の極めて温和な活動 (軽

食作り、下着程度の洗濯等 )はできる

が、それ以上の活動はできないもの又

は行ってはいけないもの、すなわち、

病院内の生活でいえば、活動の範囲が

おおむね病棟内に限られるものであ

り、家庭内の生活でいえば、活動の範

囲がおおむね家屋内に限られるもので

あるとされている。

(4)　認定基準の第３第１章第７節／肢

体の障害の「第２　下肢の障害」によ

れば、「両下肢の機能に著しい障害を

有するもの」すなわち「両下肢の用を

全く廃したもの」（１級）とは、両下

肢の３大関節中それぞれ２関節以上の

関節が全く用を廃したもの、すなわち、

①不良肢位で強直しているもの、②関

節の他動可動域が、別紙「肢体の障害

関係の測定方法」（注：掲記省略）に

よる参考可動域（以下「参考可動域」

という。）の２分の１以下に制限され、

かつ、筋力が半減しているもの、③筋

力が著減又は消失しているもの、の

いずれかに該当する程度のものをい

い、ただし、両下肢それぞれの膝関節

のみが１００度屈曲位の強直である場

合のように、両下肢の３大関節中単に

それぞれ１関節の用を全く廃するにす

ぎない場合であっても、その両下肢を

歩行時に使用することができない場合

には、「両下肢の用を全く廃したもの」

と認定するとされ、「一下肢の機能に

著しい障害を有するもの」（２級）、す



なわち「一下肢の用を全く廃したもの」

とは、一下肢の３大関節中いずれか２

関節以上の関節が全く用を廃したも

の、すなわち、①不良肢位で強直して

いるもの、②関節の他動可動域が、健

側の他動可動域の２分の１以下に制限

され、かつ、筋力が半減しているもの、

③筋力が著減又は消失しているものの

いずれかに該当する程度のものをいう

とされ、ただし、膝関節のみが１００

度屈曲位の強直である場合のように単

に１関節の用を全く廃するにすぎない

場合であっても、その下肢を歩行時に

使用することができない場合には、「一

下肢の用を全く廃したもの」と認定す

るとされ、「身体の機能の障害又は長

期にわたる安静を必要とする病状が前

各号と同程度以上と認められる状態で

あって、日常生活が著しい制限を受け

るか、又は日常生活に著しい制限を加

えることを必要とする程度のもの」（２

級）とは、両下肢の機能に相当程度の

障害を残すもの（例えば、両下肢の３

大関節中それぞれ１関節の他動可動域

が、参考可動域の２分の１以下に制限

され、かつ、筋力が半減しているもの）

をいい、「身体の機能に、労働が著し

い制限を受けるか、又は労働に著しい

制限を加えることを必要とする程度の

障害を残すもの」（３級）とは、一下

肢の機能に相当程度の障害を残すもの

（例えば、一下肢の３大関節中１関節

が不良肢位で強直しているもの）又は

両下肢に機能障害を残すもの（例えば、

両下肢の３大関節中それぞれ１関節の

筋力が半減しているもの）をいうとさ

れ、なお、両下肢に障害がある場合の

認定に当たっては、一下肢のみに障害

がある場合に比して日常生活における

動作に制約が加わることから、その動

作を考慮して総合的に認定するとされ

ている。そして、一下肢の３大関節中

１関節以上に人工骨頭又は人工関節を

そう入置換したものや両下肢の３大関

節中１関節以上にそれぞれ人工骨頭又

は人工関節をそう入置換したものは３

級と認定するとされ、そう入置換して

もなお、一下肢については「一下肢の

用を全く廃したもの」程度以上に該当

するとき、両下肢については「両下肢

の機能に相当程度の障害を残すもの」

程度以上に該当するときは、さらに上

位等級に認定するとされている。

(5)　上記第５の１で認定した事実によ

れば、本件障害の状態は、左下肢に障

害が認められ、平成○年○月○日に左

股関節に人工関節をそう入置換してい

るので、これのみで３級と認定され、

そう入置換してもなお「一下肢の用を

全く廃したもの」程度以上に該当する

ときは、さらに上位等級に認定すると

されているところ、左股関節の運動筋

力はすべて半減とされ、他動可動域

（屈曲＋伸展）は参考可動域の２分の

１以下に制限されているが、左膝関節

及び左足関節の関節可動域、筋力につ

いての記載はないから、いずれも制限

がないとするのが相当であり、下肢の

機能に係る日常生活における動作の障

害の程度は、「片足で立つ」（左）は一

人でできてもやや不自由、「立ち上が

る」は支持があればできるがやや不自

由、「階段を上がる」、「階段を下りる」

は手すりがあればできるがやや不自由

とされ、「片足で立つ」（右）、「歩く」

（屋内・屋外）は一人でうまくできる

とされているのであり、左下肢を歩行

時に使用できない状態であるとも認め

られない。したがって、このような状

態は、「一下肢の用を全く廃したもの」

程度以上に該当するとは認められず、

さらに上位等級に認定することはでき

ない。

３　以上によれば、本件障害の状態は、厚

年令別表第１に掲げる３級の障害の程度

に該当すると認められるから、請求人に

は平成○年○月○日をその受給権発生日

とする障害等級３級の障害厚生年金が支

給されるべきであり、原処分のうち、障

害厚生年金の裁定請求を却下した部分は



失当であるので取り消すこととし、障害

基礎年金に関する部分は結論において相

当であるので、その余の再審査請求は棄

却することとする。

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。


